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層崩壊する構造物の信頼性解析 

 

建築学専攻 0826004  小暮勝也 

研究指導教員 高橋利恵 

 

１．はじめに 

大きな荷重の発生に際して特定の層が崩壊する層

崩壊は，その層を構成する部材の破壊が脆性的であ

る場合には望ましくない。梁が降伏によりエネルギ

ー吸収し，建物全体にバランス良く損傷が分布して

構造物全体は崩壊を免れる全体崩壊型が望ましいと

考えられる。地震により，柱にせん断破壊が起こっ

た場合，構造物の応力分布は著しく変化し，せん断

破壊をした柱を含む層は層崩壊を起こす可能性があ

る。 

構造物の信頼性を求めるにあたり，延性的部材か

らなる構造物の信頼性は，構造物の最終崩壊型を用

いて求められる。一方，脆性的破壊を含む構造物に

おいては，途中の応力状態の変化を考慮し，順次部

材の信頼性を求めて解析を行わなければならない。 

本論文では，柱のせん断破壊による構造物の層崩

壊の確率を求め，脆性的破壊を含む構造物の層崩壊

確率の検討を行った。さらに，柱の曲げ破壊による

構造物の層崩壊確率と，せん断破壊による層崩壊確

率との比較を行う事により，脆性的破壊とならない

ための安全性余裕の検討を行った。 

 

２．既往の研究 

小野，趙，吉原は柱に塑性ヒンジが発生すること

による層崩壊をさけ，全体崩壊機構を実現するため

の柱梁耐力比を確率的に示した 1)。しかし，検討の

対象は曲げによる延性的破壊であり，脆性的に破壊

する部材を含んでいない。 

井戸田，山崎は脆性的破壊が構造信頼性に与える

影響に関する検討を行い，塑性ヒンジに脆性的挙動

が発生した場合の保有水平耐力低下の割合について

検討を行った 2)。 

高橋，斎川は3)1スパンから6スパンまでの１層構造

物と，3層構造物の中間層に関して，1層の柱のせん

断に関する信頼性指標をβ=1として部材の耐力を設

定し，構造物の各層の柱にすべて同じ部材を用いた

場合のStable Configuration法4)による信頼性解析

を行った。小規模の構造物においては，その層にお

ける柱の本数や規模の違いがあっても，構造物の信

頼性指標は最初にせん断破壊する部材の信頼性指標

と近い値となる事を示した。延性的破壊する部材か

らなる構造物においては，部材の信頼性より高い信

頼性が見込めるのに対し，脆性的破壊の部材からな

る構造物は最初に破壊する部材の破壊の影響が大き

い場合があり，構造物に部材の信頼性より高い信頼

性を見込めない場合があることを示した。また，中 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ Stable Configuration法モデル 

 

間層が層崩壊する場合についても，１層の場合と同

様，最初の部材がせん断破壊するとその他の部材も

続けて破壊し，最初の部材の破壊確率と層崩壊の確

率は近い値となり，同様の傾向があることを示した。 

また渡辺は 5)一般的な規模の構造物を対象とし，

脆性的破壊を含む構造物の信頼性解析を実現するた

め，β-unzipping 法 6)による信頼性解析を行い，延

性的部材からなる構造物の最終崩壊型における信頼

性解析との違いを示した。 

 

３．方法 

（１）脆性的破壊を含む構造物の信頼性解析 

部材がせん断破壊する場合，部材の脆性的破壊に

より構造物の応力再配分が行われるため，要素の破

壊ごとに応力解析を行い，状態変化ごとに信頼性解

析を行わなければならない。構造物の最終崩壊型を

用いて構造物の信頼性を求める事ができる延性的破

壊の組み合わせで構成される構造物と解析方法が異

なる。 

 部分的破壊あるいは部材の破壊を網羅し，その組

合せで構造物全体の破壊を定義して解析する方法と

して Stable Configuration 法がある。 Stable 

Configuration 法は図１に示すようにカットセット

を用いたネットワーク手法であり，脆性的破壊をお

こす構造物のように最初の破壊事象に構造物の信頼
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性が左右される構造物の場合，高い精度で解析する

ことができるが，構造物が大きくなるにつれて網羅

しなければならない事象の組合せが膨大になるため，

小規模の構造物以外には適用が困難である。 

一方，構造物の応力解析と信頼性解析を繰り返し

行い層崩壊の確率を求めるβ-unzipping 法がある。

手順は複雑であるが脆性的破壊を含む構造物におい

ては，順次部材の破壊を追跡し，崩壊型を求め信頼

性解析を行うことが可能である。多数の部材を持ち，

複雑な構造物の場合には事象の組み合わせが膨大に

なり適用が難しい場合があるが，分岐限定法を適用

して組み合わせが増大することを制限する事ができ

る。 

本論文に用いた部材の応力度ひずみ度モデルを図

２に示す。せん断破壊について脆性的破壊の部材モ

デルを用い，最大耐力に達した後，応力を全く負担

できないものとした。曲げ破壊については，最大耐

力に達した後，その耐力は維持し，十分な変形能力

を持つとした。 

 

（２）せん断破壊による層崩壊の確率 

柱のせん断破壊により構造物が層崩壊する確率を

求めるため，ここでは１層の構造物を用いて解析を

行った。多層構造物の特定の層における層崩壊の確

率は，部材の信頼性と層崩壊の確率の関係を検討す

るにあたっては同様の傾向を示す事がわかっている
3)。層崩壊はその層における部材の数および個々の部

材の信頼性により異なると考えられるため，ここで

は図３の解析モデルのように１スパンから１０スパ

ンの構造物で部材のせん断破壊に関する信頼性をβ

=0.5～5.0 とした。柱はすべて同じせん断耐力を持

つ部材とし，せん断耐力は互いに独立とした。 

１層の構造物についてβ-unzipping法を用いて層

崩壊の確率を求めた。本論文においては，最も破壊

確率が高い部材の破壊により破壊が進行し，構造物

が崩壊に至ると考える。１層３スパンの構造物の例

を図４に示す。単位荷重載荷時の柱のせん断力a1, a

2｜1，・・・，an｜(n-1)(n-2)・・・２・1を求め，応力と耐力

より性能関数を求め破壊確率を求める。柱のせん断

による破壊確率を比較し，破壊確率が最も大きい部

材が最初に破壊するとした。その性能関数Ｚ１は次の

ように表される。 

PaZ 111 Qs              （１） 

 

ここにＺ１は最初に破壊する部材の性能関数を表し，

a１は単位荷重載荷時最初に破壊する部材に生じるせ

ん断力を表す定数である。Ｑｓ１は部材のせん断耐力

を表し，Ｐ は荷重を表す確率変数である。a１Ｐ は

荷重をかけた場合に当該部材に生じるせん断力を表

す。 

 

 

 

 

 

 

図２ 部材のQ－δ 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 解析モデル 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図４ β-unzipping法モデル 

 

 

次に，せん断破壊した部材はその後応力を負担で

きないとして，さらに単位荷重をかけ，各部材に生

じるせん断力を求める。この状態で破壊確率が最も

大きくなる部材における耐力Qs２およびせん断力a 2｜

１Ｐ を用いて，性能関数 Ｚ2｜１を求める。 

 

PaZ
12212

Qs           （２） 

 

ここにＺ2｜１は最初に破壊した部材の破壊後の応力

状態を考慮して求めた次の部材の破壊を表す性能関

数である。 a 2｜１は最初の部材の破壊後，その次に

破壊する部材の単位荷重時せん断力を表す定数であ

る。 

さらに破壊した部材は応力が負担できないとして，

同様に応力解析を行い破壊する部材の性能関数を求
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める。最終的な構造物の崩壊に至るまでこれを繰り

返す。それまでに求められた性能関数を並列システ

ムとして構造物全体の破壊確率を求める。 

 

（３） 

 

ここにＰｆは構造物全体の破壊確率であり，Ｐrobは

確率を表す。(3)の積事象の確率は，性能関数間の相

関係数を考慮し，多重破壊条件付信頼性指標７)によ

り求めた。 

本研究では，最初にせん断破壊する部材の信頼性

指標をβ=0.5～5.0 として部材の耐力を設定し，耐

力および荷重は正規分布に従うとした。せん断耐力

の変動係数δｓは 0.15，荷重の変動係数δｐは 0.3，

0.5，0.7 とした。 

 構造物で考慮するべき部材の数を変化させるため，

１スパンから10スパンまで変化させた構造物につい

て，層崩壊の確率を求め，部材の本数の違いによる

層崩壊確率について検討を行った．層崩壊の確率Pf

から，(４)式により，システム信頼性指標βsysを求

めた。 Φは標準正規分布関数である。 

 

)(1

fsys P             （４） 

 

（３）曲げ破壊による層崩壊の確率 

 せん断破壊となる部材では最大耐力に達した後，

応力を全く負担できない脆性的破壊としたが，曲げ

破壊となる場合は部材が最大耐力に達した後，その

耐力を維持し十分な変形能力を持つものとした。  

柱のせん断破壊による層崩壊は急激な応力の変化

を伴うため望ましくない。構造物の最終崩壊型は，

全体崩壊型となることが望ましく，特定の層におけ

る柱の柱頭柱脚に曲げ破壊が生じる層崩壊も望まし

くない。従って，図５のように各崩壊型による構造

物の信頼性指標は柱のせん断破壊による層崩壊，柱

頭柱脚に曲げ破壊がおこる層崩壊，全体崩壊型の順

に小さくなるように設定されるべきである。せん断

破壊による層崩壊と全体崩壊となる構造物の信頼性

を比較するためには，さまざまな要因が影響する。

ここでは柱のせん断破壊と柱の曲げ破壊の比較によ

り層崩壊が起こらないための部材の安全性余裕を考

えることとした。 

図６のように，ある柱についてせん断耐力と柱頭

柱脚に曲げ破壊がおこった場合のせん断力の比較を

行う。 

 

    （５） 

 

ここに M1,M2 は柱頭，柱脚の曲げ耐力， は柱のせ

ん断耐力を表す確率変数，ｈ は柱部材長さを表す定

数である。(6)式に示す性能関数を用いて，(6)式が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 構造物の信頼性の比較 

 

 

 

 

 

 

図６ 部材の破壊形式の比較 

 

 

負になる確率より求められる安全性余裕βMQを設定

する。 

         

         

      （６） 

      

 

 

                    （７） 

 

ここでは，同じ部材の柱頭，柱脚の曲げ耐力は完全

相関と仮定した．また，曲げ耐力の変動係数δＭは

0.１とした。 

 柱のせん断耐力および(７)式の安全性余裕βMQ 

の値を-2 から 3 まで変化させ，柱の曲げ耐力の平均

値を求め，その値を用いて，図５のように柱頭柱脚

の曲げ破壊により層崩壊となる構造物の最終崩壊型

を用いて信頼性解析を行った。 
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図７ 柱のせん断破壊による層崩壊確率(δp＝0.7) 

 

図８ 柱のせん断破壊による層崩壊確率(δp＝0.5) 

 

図９ 柱のせん断破壊による層崩壊確率(δp＝0.3) 

 

 

４．結果および考察 

 柱のせん断破壊による構造物の層崩壊確率から求め

た信頼性指標について，その結果を部材の信頼性指標

βとの比βsys/βとして図７から図９に示す。スパン

数が比較的少ない構造物の層崩壊の信頼性指標は，部

材の信頼性指標と近い値となった。最初の部材の破壊

が起こると，他の部材の負担する応力が大きく変化し，

その後の荷重載荷時には各部材の破壊確率が高くなっ

た。最初の部材が破壊するとその他の部材も続けて破

壊し，層崩壊の確率は最初に破壊する部材の破壊確率 

 

図１０ 柱のせん断破壊による層崩壊確率(δp＝0.7) 

 

図１１ 柱のせん断破壊による層崩壊確率(δp＝0.5) 

 

図１２ 柱のせん断破壊による層崩壊確率(δp＝0.3) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１３ 柱のせん断破壊による層崩壊確率(β=1.0) 
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図１４ 層崩壊信頼性指標の比較 

    （１スパン構造物，δp=0.7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１５ 層崩壊信頼性指標の比較 

       （１スパン構造物，δp=0.5） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１６ 層崩壊信頼性指標の比較 

       （１スパン構造物，δp=0.3） 

 

と近い値となった。スパン数が8から10程度の構造物

は，部材本数が多いことにより構造物の破壊確率は

わずかに小さくなり，連鎖的な破壊は起こるが，部

材の本数が多いことにより構造物はわずかに安全に

なることがわかった。スパン数が２の構造物の応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１７ 層崩壊信頼性指標の比較 

       （10スパン構造物，δp=0.7） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１８ 層崩壊信頼性指標の比較 

       （10スパン構造物，δp=0.5） 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１９ 層崩壊信頼性指標の比較 

       （10スパン構造物，δp=0.3） 

 

状態は他の構造物の応力状態と傾向が異なるため，

破壊確率が小さくなる。最も破壊確率が大きいのは，

１スパンの場合で，次は３スパンの場合であった。 

荷重の変動係数が小さく， スパン数が多い場合には，

荷重の変動係数が大きい場合と比較して構造物の破
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壊確率は小さくなった。部材の信頼性指標βを0.5か

ら5まで変化させ構造物の信頼性指標を求めた結果

を図１０から図１２に示す。部材の信頼性指標が１

または1.5の場合，部材の信頼性指標と構造物の信頼

性指標が最も近い値となり，部材の信頼性指標が大

きいほど，部材の信頼性指標と構造物の信頼性指標

には差ができた。 

 荷重の変動係数の影響について，柱のせん断に

対する信頼性指標β＝1.0 の場合について図１３に

示す。荷重の変動係数が大きい場合，部材の信頼性

指標と構造物のせん断による層崩壊の確率は近い値

となった。 

 部材設計における曲げの安全性余裕βMQ を設定

し，荷重の変動係数δp=0.7,0.5,0.3 として曲げに

より層崩壊型となる構造物の破壊確率より求めた信

頼性指標と，柱せん断破壊による層崩壊の確率より

求めた信頼性指標の比較を行った。せん断耐力と曲

げ耐力の相関が大きい場合には，より小さい安全性

余裕でせん断破壊を免れることができ，独立の場合

に最も大きい安全性余裕を必要とするため，ここで

はせん断耐力と曲げ耐力は独立とした。結果を図１

４から図１９に示す。 

柱の曲げ破壊による層崩壊は，部材を組み合わせ

ることにより構造物の信頼性は高くなる。図５に示

したように柱のせん断破壊による層崩壊がおこらな

いためには，せん断による層崩壊より求めた信頼性

指標が曲げによる層崩壊の信頼性指標より大きくす

る必要がある。部材の信頼性指標の大小で，構造物

の信頼性の大小は比較できないため，システム信頼

性の値を比較し，せん断破壊による層崩壊の信頼性

指標が曲げによる信頼性指標より大きくなるβMQの

値を検討した。β =1.0～3.0においてはいずれの場

合もβMQ =1.5程度の設定でよいと考えられる。さら

に大きいせん断に関する信頼性指標を持つ構造物に

関しては，βMQ =2.0とする必要がある。また部材の

本数が構造物の信頼性に影響することがわかった。 

 

５．まとめ 

せん断破壊による構造物の層崩壊の確率を求め，

部材のせん断破壊に関する信頼性指標βが１～３程

度で構造物の規模が大きくない場合，部材の信頼性

指標と構造物の信頼性指標は近い値となり，連鎖的

な破壊となる。 

部材の本数が多い構造物の場合，１本の部材の

負担が小さくなるため，部材の本数が少ない構造

物と比較して安全となり，急激な破壊とはならな

い事がわかった。 

 

 

 

 

本研究では，柱の曲げ破壊を想定した構造物の層

崩壊と，柱のせん断破壊による構造物の層崩壊の破

壊確率を比較し，部材の安全性余裕に関する検討を

行った。 

部材のせん断に関する信頼性指標が１から３程度

の構造物の場合，曲げに関する安全性余裕を1.5程度

とする必要がある。またせん断に関する部材の信頼

性指標がさらに高くなる場合には曲げに関する安全

性余裕を大きくしてせん断破壊による層崩壊がおこ

らないようにする必要があることがわかった。 
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